































































づくりと類似したマウルづくりの取り組みが見られるようになった。現在、ソウル市では二〇一二年一月に発表したソウル市政運営計画に基づいて、マウルづくりの活性化のための様々な取り組みが行われてきている。そして同年三月には、 『ソウル特別市マウル共同体づくり支援などに関する条例（以下、ソウル市マウル支援条例） 』を制定し、地域との連携と協力を通 たマウル共同体づくりの推進を図っている。　
本研究の目的は、韓国ソウル市のマウルづくりを対象として、地方政府と地域コミュニティの連携等による持続
可能なマウルづくり 可能性 課題について考察することにある。具体的には、住民主導によるマウルづくりの推進が行われているソウル市西大門区マウル共同体 くりの事例を取り上げ、その推進過程を 入期─形成期─発展期
-
成熟期の四つの段階に区分し、各段階における地方政府と地域コミュニティの役割、及びその関係構造の実態



















































































り」へと変わ つつあるのは、地方自治の発展や地方分権 進展、ガバナンスの強化という時代的流れの反映とも言える。特に「マウルづくり」 既存の地域社会開発 式とは異なって そ 推進過程において地域コミュニティの参加と協働を強調するボトムアップ型であるという点が特徴的である。　
しかし、マウルづくりは行政、専門家、特定 地域住民組織の役割にその比重が置かれているのが実態である。










































































































政が中心的な役割を担っているが、住民 参加が部分的に行われている。形成期は、参加主体が拡大される時期である。行政と住民に限定され た関係が専門家 議会議員まで拡大され 発展 マウルづくりコーディネーター及びＮＰＯの役割が重視されており 行政 役割 縮小していく段階である。コーディネーター及びＮＰＯは住民、行政、専門機関を連結する役割を担う。　
このように、既存の研究では、マウルづくりの初期段階において行政主導で行われる場合が多いが、マウルづく








































































































園など、社会的・経済的な基盤となるマウル企業が多く している。例えば、二〇一三年一 月現在、西大門区は五つのマウル共同体づくり事業と八つの住民提案型事業が選定されており、二〇一三年 二月までに計 三の事業においてソウル市から計四〇〇〇万ウォン 支援を受けていた。　
第四に、西大門区が置かれている地域的特性である。西大門区は都心と外郭をつなぐ西北圏交通の中心に位置し






















































































































































































タイムで会話を交わすとともに、写真やメッセージ等を共有することができるバーチャルな空間である。　「西大門マウルバン」では、西大門区住民、マウル活動家、マウルネット、社会的経済センターの幹事、西大門マウル企業の従事者、区議会員などの様々な人々が一日に約一〇〇件以上の会話を交わしている。その内容は、私的な内容からマウルに関する事柄、ネット上では得られないマウルに関する様々な情報を互いに共有しており、これを通してマウル共同体づくりのためのアイデアや企画が生み出される場合もあ 。こうしたコミュニケーションを通じて、マウル関連情報は、特定 人々が独占するのではなく、様々な関係者の間で共有されること なった。　インターネットが可能な環境であれば、どこでも互いに会話が可能であり、迅速に情報を取り交わすことができ












〇〇万ウォンである。安全マウル事業（二億九〇〇〇万ウォン）や、マウル企業（一億五〇〇〇万ウォン）など、事業として大きなものもあるが、これらを除いた他の事業は一〇〇万ウォンから一〇〇〇万ウォンまで予算が配分された。自治区はこ ら すべての過程においてモニタリングの役割を担っていた。②マウル共同体関連の担当部署間 対立　
ソウル市マウル公募事業に選定されると、マウル共同体事業を総括するマウル共同体チームと協約するのではな
く、それぞれの事業関連部署間の協約となる。例えば ソウル市の父母コミュニティ事業に西大門区の住民らが応募して選定されると、そ は自治区 女性家族課が住民代表と協約 締結して管理しなければならな 。しかし、女性家族課の立場では既存の業務もある中で、マウル共同体関連業務まで加わると、業務過重を感じる場合がある。したがって、マウル共同体担当部署間の協力を引 出すには困難であり、そのための対策を講じなければならない　





 「マウル共同体づくりチームは、当然のことながらマウル共同体関連の仕事をする。ところが、他の部署では、既存の業務もありマウル共同体関連業務を一緒にするのは業務過重と感じられやすい。したがって、他の部署から協力を得るのは難しい。 」二〇一三年一一月一八日 西大門区職員Ｄからのインタビューより
③地方政府と地域コミュニティの対立　
マウル共同体づくり事業を進めていく中では、地方政府と住民との間で葛藤が生じている。例えば、西大門父母














生息する谷に由来す 地域名） 」は、二〇一三年のソウル市公募事業に選定されて行政の財政的支援を受け地域住民に開放された公的空間である。そこ マウル共同体づくり関連の様々な行事や子供たちが遊ぶ空間として利用されている。　
マウル共同体事業は、主に主婦が活動の主体 なる場合が多いため、子どもと一緒に参加できる空間の必要性が
住民の間では継続的に提起されていたが、そのための具体的な計画はなかった。その時、西大門区父母協働組合が保育園の開園ために契約してい 場所が行政上の諸問題により契約残金九〇〇〇万ウォンを払わないと頭金一〇〇〇万ウォンが失われると う情報が入っ き 。こ 話を聞いた の人々がテキストメッセージやカカオトークなどを通して助けを求めた結果、四日間で九〇〇〇万ウォンの募金を集めること できた。しかし、周辺にはガソリンスタ ドなどが位置しており保育園として利用するには不適切な場所であったため、行政からの許可を貰うことができ かった。そこで、住民 ちは保育園の代わりに地域住民 ちが集まれる空間 して利用するために、二〇一三年のソ ル市 マウル共同体公募事業に応募 、リモデリングなど ための財政的支援を受けて、コブッゴール・マウルバ が造られることになった。コブッゴール・マウルバンができたことにより様々な地域住民団体が集まることが可能になり、会合や子供たちの世話にも役立ち、マウル共同体づくり 活性化につ が て
二九四
いる。　







 「住民自治委員会、職能団体など従来から存在していた地域団体にもマウル共同体関連の広報を継続的に行っていた。大きな対立を経験することなく、多く 住民自治組織 マウル共同体づくり事業に加わっていた。 」二〇一三年一一月一六日、マウル活動家Ｂからのインタビューより
　












であり、彼・彼女らを中心に地域住民が集まり、地域のニーズや公共的課題を共有してい なかで、次第に住民の共同体意識も高まっていった。形成期には政策としてソウル市マウル共同体づくり事業が始まり、西大門区でも担当部署が新たに設けられた。ま 、この時期には地域コミュニティに関心のある住民たちが行政の財政的、技術的支援を受けて「マウルネットワーク」が された。その際 住民 間ではカカオトークやＳＮＳなどを活用した活発なコミュニケーションが行われた。発展期には、担当部署間の葛藤 みならず、行政と地域コミュニティの葛藤も生じていたが、むしろそれらの葛藤を通して互いの立場の違いを理解することができた。さらに、地域社会ではマウル共同体と既存の住民自治組織 協力も生まれた。　
これまでの考察からも分かるように、西大門区の事例では、導入期から住民主導によりマウル共同体づくりが進




クであるマウルネットワークが導入期と形成期においてマウル共 体の形成とその定着に大きな役割を果たしている。それには行政の様々な支援も大き 影響を与えた。すなわち、西大門区マウルネットワーク 力量のあるリーダーの発掘、住民組織間のネットワークの形成、教育などの中間支援組織の役割を担うなど、地方政府のパートナーとして役割を果たしていた。今後、持続的なマウル共同体づくりを実現していく上で、マウルネットワークのような中間支援組織の役割 重要であろう。　
ところが、西大門区マウル共同体づくりは、現在、発展期にあり、成熟期には至っていない。今後、成熟期に進























イジェジュ （二〇〇四） 「国土計画、安全を考えよう」 『国土』国土研究院、二─三頁イギュソン、ソンスンア、ファンヒヨン（二〇一二） 「清州 社稷二洞マウルづくりにおける段階別特性に関する研究─推進事
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大杉覚（二〇一五） 「自治体政策マネジメントと地域発自治創造」 『人口減少時代の地域づくり読本』公職研辻山幸宣（二〇〇六） 『新しい自治のしくみづくり』きょうせい、三頁日本都市センター（二〇〇四） 『英・独・仏における「近隣政府」と日本の近隣自治』（






























元淳である。金大中政権以降、政治における発言権 拡大 きた市民運動団体 中でも有力な団体の一つである。参加
三〇〇
連帯は無分別に施行される再開発及びニュータウン事業の問題を公論化して、再開発及びニュータウン事業に反対する様々な市民運動を展開した。このような運動の影響で、地域開発方式がハードな面における開発から住民が自分で住居環境改善と住居福祉の実現に向け 地域開発方式まで変化した。
